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医政経発 0325第 3号

平成 26年 3月 25日

衛生主管部 (局)長 殿

厚生労働省医政局経済課長

( 公 印 省 略 )

医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する

相談窓口の設置等について (依頼)

診療報酬改定においては､健康保険事業の健全な運営を図るため､薬価を市場実勢

価格に応 じて引き下げているところであり､厚生労働省において､｢医薬品価格調査｣

を行い､医薬品ごとの市場実勢価格を把握 し､薬価改定の重要な参考資料 としていま

すが､別途実施 している近年の ｢価格妥結状況調査｣の結果では､｢医薬品価格調査｣

時の妥結率は低下傾向にあります｡

この妥結率の低下は､中央社会保険医療協議会の議論の中でも指摘があり､妥結率

が低い場合は､｢医薬品価格調査｣の障害となるため､別添 1のとおり､平成 26年度

診療報酬改定において､毎年9月末 日までに妥結率が50%以下の保険薬局及び保険医

療機関 (許可病床数が 200床以上である病院に限る｡)(以下 ｢保険薬局等｣という｡)

について､基本料の評価の適正化を図ることノとなりました｡

一方､この改定により､医薬品卸売販売業者が取引において保険薬局等に対して優

位な立場にならないような仕組みの必要性が求められていることから､厚生労働省と

しては､妥結率が低い保険薬局等に係る医療用医薬品の流通上の適正化策として､保

険薬局等を対象に､医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する相談

窓口を医政局経済課 (以下 ｢経済課｣とい う｡)に設置しました｡

相談を受けた内容により､経済課から当該保険薬局等と取引のある医薬品卸売販売

業者に対 して事実関係の確認を行い､その結果､価格交渉の促進を図る必要があると

判断 した場合には行政指導等を実施することとし､行政指導等の取扱いについて､別

添 2のとお り ｢医薬品卸売販売業者における価格交渉促進のための運用方針｣を定め

ました｡

医薬品卸売販売業者は､未妥結の要因の一端が自らにもあることを十分認識すると

ともに､早期妥結に向けた価格交渉の促進や､保険薬局等が地方厚生 (支)局長に妥

結率を報告する際に必要となる ｢妥結率の根拠 となる資料｣を提供することなどの対

応が求められます｡



これらについては､関係団体の長あてに､別添3及び別添4のとおり通知 しており

ますが､改めて貴職におかれましても､貴管下の取引当事者 (保険薬局等及び医薬品

卸売販売業者)-の周知徹底をお願いいたします｡



平成26年度捗dE報酬改定

妥結率が低い場合は､医薬品価格訴重の障害となるため､毎年9月末日までに妥結率が5
0%以下の保険薬局及び保険医療機関について､基本料の評価の適正化を図る｡

<診療報酬>

◆ 許可病床が200床以上の病院において､妥結率が低い場合は､初診料 ･外来診療料 ･
再診料の評価を引き下げる｡

(新) 初診料 209点 (妥韓率50%以下の場合) 〔通常 :282点〕
(蘇) 外来診療料 54点 (妥結率50%以下の場合) 【通常 :73点〕
(新) 再診料 53点 (妥韓率50%以下の場合) 〔通常 :72点〕

<調剤報酬>

◆ 保険薬局において､妥結率が低い場合は､調剤基本料の評価を引き下げる｡
(新) 調剤基本料 31点 (妥結率50%以下の場合) 〔通常 :41点〕
(蘇) 調剤基本料の特例 19点 (妥結率 50%以下の場合) 〔通常 :25点〕

卸売販売業青と当験保険医轟櫨開等との間での取引層格が定められた医轟用医薬品

妥結率- の藁傷総額 (各岳轟用医薬品の規格単位数量×薬価を合算したもの)

※許可病床が200床以上の病院及び保険薬局においては､年に1回妥結率の実績に

平成26年度診療報酬改定

<留意事項通知にて>
･妥結率が低い保険薬局とは､妥結率の実績が50%以下の保険薬局をいうO妥結率の実績の
算定期間lま､報告年度の当年4月1日から9月30日とし.当該期間の妥結皐の臭鎌が基準
を上回る場合には_11月1日から翌年10月31日まで妥結率が低い保険薬鳥とはみなされな

i}｡ただし､報告年度の当年10月l日以降に新規に保険薬局に指定された薬局においても
､翌年10月31日まで妥結率が低い保険薬局とはみなされない○

J妥結とは.取引価格が決定しているものをいう凸ただし､.契約義等の遡及条項により.敬

引価格が遡及することが可能な場合には未妥結とするhまた､価格は決定したが､支払期
間が決定していないなど､取引価格に影響しない契約状況が未決定の場合は妥結とするo

･妥結率の割合は､毎年10月に地方厚生 (支)局長へ報告するoなお､平成26年度改定後_
最初の報告は平成26年10月に行い､上記の取扱いについては_平成27年.1月1日から適用

圭量.L



1.経緯及び目的

平成18年度薬価制度改革の骨子(平成17年12月16日中央社会保険医療協議会了解)におい

て､｢長期にわたる取引価格の未妥結及び仮納入は､薬価調査の信頼性を確保する観点から

も､不適切な取引であることから､その是正を図ることとする｡｣とされたため､薬価調査の一環
として､医薬品に係る取引価格の未妥結及び仮納入の状況を把握することを目的として､平成
18年度から定期的に実施｡

2.調査客体

一般社団法人 日本医薬品卸売業連合会会員構成員企業の卸売業者のうち､医療用医薬品卸
売業を主たる事業としている卸売業者

3.調査対象月

① 薬価改定1年目.‥6月､9月､12月､翌年3月
② 薬価改定2年目...6月､9月､12月

4.調査内容

① 調査対象月に納入した全ての保険医療機関･保険薬局-の医療用医薬品の販売総額及び
妥結済み販売額(薬価基準ベース)

②200床以上の病院と20以上の店舗を有する保険薬局との取引について､各施設(保険薬局

にあってはチェーン(企業)単位)との取引の有無及び妥緒の有無※
･X 上記3の各月に納入した医療用医薬品の8割以上(薬価基準ぺ-ス)が妥縮済みの場合を妥楯とする｡

3

区 分 妥結率(取引年月別) 増 減
平成23年9月 平成25年9月

病 院(総計) 57.9% 56.6% ▲1.3%

200床以上 51.1% 50.2% ▲0.9%

その他 82.7% 81.7% ▲1.0%

診 療 薪 96.9% 96.1% ▲0.8%

(医療機関 計) (71.7%) r(70.4%) (▲1.3%)

チェーン薬局(20店舗以上) 62.8% 51.9% ▲10.9%

そ の 他 の 薬 局 90.8% 85.3% ▲5.5%

(保険薬局 計) (84.1%) ･(76.2%) (▲7.9%)

※ 調査客体:一般社団法人日本医薬品卸売業連合会会見構成員企業の卸売業者

(｢価格妥結調査結果｣:医政局経済課調べ)
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04月1日から9月30日を妥積率の実績期間とし､当故期間の妥積率の実績が基準を上回る壌

合には､11月1日から翌年10月31日まで妥結辛が催い保険薬局とはみなされない.



医薬品卸売販売業者における価格交渉促進のための

運用方針

第 1 日的

この運用方針は､妥結率が低い保険薬局及び保険医療機関 (許可病床数が 200

床以上である病院に限る｡)(以下 ｢保険薬局等｣という｡)に係る医療用医薬品

の流通上の適正化策として､厚生労働省医政局経済課 (以下 ｢経済課｣という｡)

に設置 した相談窓口での対応及び当該保険薬局等と取引のある医薬品卸売販売

業者に対して価格交渉の促進を図る必要があると判断した場合に実施する行政

指導等の取扱いを定めるものとする｡

第2 相談窓口の設置

1 相談を受ける対象

保険薬局

保険医療機関 (許可病床数が 200床以上である病院に限る)

2 相訣内容

(1)価格提示の遅延行為

(2)価格交渉の遅延行為

(3)｢妥結 しなければいわゆる未妥結減算が適用される｣ということを明示し

た交渉行為

(4)｢妥結率の根拠となる資料｣の提出の拒否又は遅延行為

(注)なお､価格交渉における個別の価格水準に関する相談は､当事者間の問題

であり､相談の対象外とする｡

3 相談内容の事実確認

相談を受けた内容により､経済課は当該保険薬局等と取引のある医薬品卸売販

売業者に対して事実確認を行う｡

第 3 行政指導等

1 行政指導の取扱い

経済課は､第2の3の事実確認の結果､当該医薬品卸売販売業者に対して行政

指導の必要があると判断した場合には､行政手続法 (平成5年法律第 88号)の

規定に基づき､当該医薬品卸売販売業者に対して当該行政指導の趣旨及び内容並

びに責任者を文書により示すものとする｡



(1)行政指導の対象行為

ア 価格提示の遅延行為

イ 価格交渉の遅延行為

ウ ｢妥結 しなければいわゆる未妥結減算が適用される｣とい うことを明

示した交渉行為

エ ｢妥結率の根拠となる資料｣の提出の拒否又は遅延行為

(2)行政指導の手順

ア 改善指導

第2の3の事実確認の結果､当該医薬品卸売販売業者に対して価格交

渉の促進を図るために行政指導の必要があると判断した場合には､価格

交渉を促進するよう改善指導を実施する｡

イ 改善指導後の確認

アの改善指導を実施した場合､当該医薬品卸売販売業者及び相談を受

けた保険薬局等に対し､改善の状況等について確認を行 う｡

り 顛末書の徴収

イの確認により改善がみられないことを確認した場合には､必要に応

じ､当該医薬品卸売販売業者に対して改めて改善指導を実施するととも

に､改善が進まない理由等について顛末書を徴収し､更に改善を促す｡

2 医薬品卸売販売業者名等の公表

経済課は､1の行政指導によっても当該医薬品卸売販売業者が改善を行わなか

った場合であって､価格交渉を促進するために広く関係者に対し情報提供を行 う

ことが必要と判断した場合には､当該医薬品卸売販売業者名及び第 3の 1 (1)

の行政指導の対象行為を公表する｡

3 台帳-の記録

行政指導等を実施した場合には､その内容を台帳に記録し､保存する0

第4 施行

本運用方針は､保険薬局等-の平成 26年 4月納入分にかかる取引から適用す

る｡



医療用医薬EI｡I]購入の取引がある医垂晶卸売販売

【連絡先】

電 話 番 号 :03-5253-1111 (内線 2598､2536)

ファックス番号 :03-3507-9041

厚生労働省医政局経済課

【相談を受ける対象施設】

･保険薬局

･保険医療機関 (許可病床数が200床以上である病院に限る)

【相談を受ける内容】

医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する相談

例)

･価格提示を依頼しても全く提示されないO

･価格交渉を要請しても全く対応してもらえない｡

･｢妥結しなければいわゆる未妥結減算が適用される｣ということを明示

した交渉を行っている｡

･｢妥結率の根拠 となる資料｣を提出してもらえない｡

など

なお､価格交渉における個別の価格水準に関する相談は､当事者間の問題

であり､厚生労働省は対応できかねますので､ご了承願います｡

※相談される際には､内容を正確に把握するため､電話に加え､別紙 1の相談

票により詳細な情報をファックスにてご提供願います｡

※相談内容の事実関係を確認するため､提出頂いた相談票 (別紙 1)は､原則

としてそのまま卸売販売業者-送付します｡正確を期すための取扱であり､

ご了承願います｡

※卸売販売業者からは､厚生労働省が送付した相談票に対する回答書 (別紙 2)

を提出いただきます｡当該回答書は､原則としてそのまま保険薬局等-送付

します｡正確を期すための取扱であり､ご了承願います｡



別紙 1

厚生労働省 医政局 経済課 流通指導官 宛 (FAX:03-3507-9041)

保険薬局等と医療用医薬品購入の取引がある
卸売販売業者に関する相談票

l受付年月日 :平成 年 月 日 t受付No.:

保 険 薬 局 名 :

保険医療機関名 : (許可病床数 : Jk)

ご担当者氏名 :

ご 連 絡 先 : ( )

卸売販売業者名 :

支店 (営業所)名 :

【具体的な内容】

※受付年月日及び受付No.は厚生労働省で記入いたします｡

※相談内容の事実関係を確認するため､提出頂いた相談票 (別紙 1)は､原則として

そのまま卸売販売業者へ送付します｡正確を期すための取扱であり､ご了承願い

ます｡



別紙 2

厚生労働省 匡政局 経済課 流通指導官 宛 (FAX:03-3507-9041)

保険薬局等と医療用医薬品購入の取引がある
卸売販売業者に関する相談に対する回答書

l回答受理年月日 :平成 年 月 日 l受付No.:

卸売販売業者名 :

支店 (営業所)名 こ

ご担当者氏名 :

ご 連 絡 先 : ( )

･X回答受理年月日及び受付No.は厚生労働省で記入いたします.

※卸売販売業者からは､厚生労働省が送付した相談票に対する回答書 (別紙2)を提

出いただきます｡当該回答書は､原則としてそのまま保険薬局等へ送付します｡

正確を期すための取扱であり､ご7乗願います｡



(写)

(別記 1:医療関係団体の長) 殿

医改発0325第2号

平成 26年 3月25日

厚生労働省医政局長

医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する

相談窓口の設置等について (依頼)

診療報酬改定においては､健康保険事業の健全な運営を図るため､薬価を市場実勢

価格に応じて引き下げているところであり､厚生労働省において､｢医薬品価格調査｣

を行い､医薬品ごとの市場実勢価格を把握 し､薬価改定の重要な参考資料 としていま

すが､別途実施 している近年の ｢価格妥結状況調査｣の結果では､｢医薬品価格調査｣

時の妥結率は低下傾向にあります｡

この妥結率の低下は､中央社会保険医療協議会の議論の中でも指摘があり､妥結率

が低い場合は､｢医薬品価格調査｣の障害となるため､別添 1のとお り､平成 26年痩

診療報酬改定において､毎年 9月末日までに妥結率が 50%以下の保険薬局及び保険医

療機関 (許可病床数が 200床以上である病院に限る｡)(以下 ｢保険薬局等｣というO)

について､基本料の評価の適正化を図ることとなりました｡

一方､この改定により､医薬品卸売販売業者が取引において保険薬局等に対して優

位な立場にならないような仕組みの必要性が求められていることから､厚生労働省 と

しては､妥結率が低い保険薬局等に係る医療用医薬品の流通上の適正化策として､保

険薬局等を対象に､医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する相談

窓口を医政局経済課 (以下 ｢経済課｣とい う｡)に設置しました｡

相談を受けた内容により､経済課から当該保険薬局等と取引のある医薬品卸売販売

業者に対して事実関係の確認を行い､その結果､価格交渉の促進を図る必要があると

判断した場合には行政指導等を軍施することとし､行政指導等の取扱いについて､別

添 2のとおり ｢医薬品卸売販売業者における価格交渉促進のための運用方針｣を定め

ました｡

ついては､貴職におかれましては､貴管下の会員に対 して､相談窓口を設置したこ

と及び本相談窓口の活用について､周知徹底をお願いいたします｡



(別記 1:医療関係団体の長)

公益社団法人 日本医師会会長

公益社団法人 日本歯科医師会会長

一般社団法人 日本病院会会長

公益社団法人 全 日本病院協会会長

一般社団法人 日本医療法人協会会長

公益社団法人 全国自治体病院協議会会長

公益社団法人

一般社団法人

一般社団法人

公益社団法人

一般社団法人

一般社団法人

日本精神科病院協会会長

日本私立医科大学協会会長

日本私立歯科大学協会会長

日本薬剤師会会長

日本病院薬剤師会会長

日本保険薬局協会会長



(写)
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一般社団法人 日本医薬品卸売業連合会会長 殿

一般社団法人 日本ジェネリック医薬品販社協会会長 殿

日本歯科用品商協同組合連合会会長 殿

厚生労働省医政局長

医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する相談窓口の設置

及び早期妥結に向けた価格交渉の促進等について (依頼)

診療報酬改定においては､健康保険事業の健全な運営を図るため､薬価を市場実勢

価格に応 じて引き下げているところであり､厚生労働省において､｢医薬品価格調査｣

を行い､医薬品ごとの市場実勢価格を把握 し､薬価改定の重要な参考資料としていま

すが､別途実施 している近年の ｢価格妥結状況調査｣の結果では､｢医薬品価格調査｣

時の妥結率は低下傾向にあります｡

この妥結率の低下は､中央社会保険医療協議会の議論の中でも指摘があり､妥結率

が低い場合は､｢医薬品価格調査｣の障害となるため､別添 1のとおり､平成 26年磨

診療報酬改定において､毎年 9月末 日までに妥結率が50%以下の保険薬局及び保険医

療機関 (許可病床数が 200床以上である病院に限る｡)(以下 ｢保険薬局等｣という｡)

について､基本料の評価の適正化を図ることとなりました｡

一方､この改定により､医薬品卸売販売業者が取引において保険薬局等に対して優

位な立場にならないような仕組みの必要性が求められていることから､厚生労働省と

しては､妥結率が低い保険薬局等に係る医療用医薬品の流通上の適正化策 として､保

険薬局等を対象に､医療用医薬品購入の取引がある医薬品卸売販売業者に関する相談

窓口を医政局経済課 (以下 ｢経済課｣という｡)に設置しました｡

相談を受けた内容により､経済課から当該保険薬局等と取引のある医薬品卸売販売

業者に対 して事実関係の確認を行い､その結果､価格交渉の促進を図る必要があると

判断した場合には行政指導等を実施することとし､行政指導等の取扱いについて､別

添 2のとお り ｢医薬品卸売販売業者における価格交渉促進のための運用方針｣を定め

ました｡

医薬品卸売販売業者は､未妥結の要因の一端が自らにもあることを十分認識すると

ともに､早期妥結に向けた価格交渉の促進や､保険薬局等が地方厚生 (支)局長に妥

結率を報告する際に必要となる ｢妥結率の根拠 となる資料｣を提供することなどの対

応が求められます｡



ついては､貴職におかれましては､貴管下の会員に対し､保険薬局等を対象とした

相談窓口を設置したことを周知するとともに､妥結率向上を促し､｢医薬品価格調査｣

の信頼性を確保する観点から､早期妥結に向けた価格交渉の促進や､保険薬局等に対

して ｢妥結率の根拠となる資料｣を速やかに提供するなど､今回の診療報酬改定の趣

旨を踏まえた対応が行われるよう､ご指導をお願いいたします｡




